
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

障がい者が住みなれた地域で自立した生活を送れるよう、障害福祉サービスの確実な給付を支援する。

 概算事業費（B（A）+C） 430,334 301,366 316,907 352,270

目標に対

する成果

の状況

市町村が支弁する自立支援医療費の一部を負担し、利用者が必要とする障害福祉サービスの確実な給付を支援した。

概　算

人件費

331,238 293,108 308,649

8,258 8,258 8,258

12.00 1.00 1.00 1.00

99,096

0 0 0 0

達成状況

Aの

財源

299,053 326,212 331,032 343,988

38,210 4,160 257 24

330,372 331,289 344,012 目標 成果

合計（A) 337,263 330,372 331,289 344,012

補正予算 3,556

合計 331,289 308,649 344,012

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度 26年度26年度26年度26年度 27年度 成果目標の達成状況

予

算

額

前年度繰越

項目

H25末

（実績）

Ｈ26
H27

目標
当初予算 333,707

委託

負担金

障害者総合支援法（旧障害者自立支援法）により市町

村が行う更生医療の負担金（1/4）

311,099 285,282 320,442

（当初）

育成医療給付事業

委託

負担金

扶助費

障害者総合支援法（旧障害者自立支援法）により市町

村が行う育成医療の負担金（1/4）

20,190 23,367 23,570

障がい児（者）及びその家族が安心して日常生活又は社会生活が送れるように自立支援医療費を不足なく提供する。

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績

H26 H27

（当初） （決算）

更生医療給付事業

目指す姿

障がい児の生活能力の向上と健全なる育成に寄与する。

身体障がい者の障がいの除去又は軽減を図り、自立した日常生活と社会生活を営むために必要な医療を実施する。

現状

（予算編成

時）

更生医療は着実に利用量が伸びており、医療費助成が定着しつつある。

育成医療は平成25年度から全市町村に権限移譲されたが、市町村が円滑な事務運営を行えるよう、県による支援が不可欠である。

県が関与

する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）

【左記の説明、根拠法令等】

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第９３条

県民との協働による実施： 実施は困難

２　障がい者支援の充実 実施期間 Ｈ18 ～

課・室 障がい者支援課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり
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